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平成２０年度連結財務書類４表について

Ⅰ 概要

１ 作成の背景

現在の地方公共団体の会計は、現金主義・単式簿記により行われていますが、この方式

は、予算執行状況を把握するのに適している一方、現金以外の資産・債務がわかりにくく、

減価償却や引当金等の非現金支出が明らかにされない等の課題があります。

また、市の事業は、普通会計、特別会計や関連団体等で行っており、これらを含めた市

の財政状況を明らかにする必要もあります。

そこで、発生主義・複式簿記の考え方を用いた財務書類４表を、普通会計、特別会計や

関連団体等を含めた連結ベースで作成しましたので公表します。

２ 財務書類４表

・貸借対照表（バランスシート）

・行政コスト計算書

・純資産変動計算書

・資金収支計算書

３ 連結対象会計等

（１）市

普通会計・老人保健医療特別会計・国民健康保険特別会計・介護保険特別会計・後

期高齢者医療特別会計・公共下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別会計・水道

事業会計

（２）関連団体

城南市町村税滞納整理組合・京都府市町村職員退職手当組合・京都府自治会館管理

組合・京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合・京都府後期高齢者医療広域連合・学

研都市京都土地開発公社・京田辺市都市緑化協会

※関連団体は出資金等に応じた連結割合により、本市分のみを連結。

４ 作成方法

現金主義・単式簿記である「地方財政状況調査（決算統計）」の組み替えによる「総務

省方式改訂モデル」で作成しました。



2

Ⅱ 貸借対照表（バランスシート）

（H21.3.31現在）

全体（億円）
市民一人

あたり（万円）
全体（億円）

市民一人

あたり（万円）

１ 公共資産 １ 固定負債

（１）有形固定資産 1,356 219 （１）地方債 328 53

（２）その他 7 1 （２）退職手当引当金 50 8

（３）その他 13 2

２ 投資等 ２ 流動負債

（1）基金等 95 15 （１）翌年度償還予定地方債 31 5

（２）長期延滞債権 11 2 （２）賞与引当金 3 1

（３）回収不能見込額 △ 3 △ 1 （３）その他 3 1

（４）その他 2 0

負債合計 428 70

３ 流動資産

（１）資金 52 8

（２）未収金 4 1 純資産 1,109 178

（３）その他 13 3

純資産合計 1,109 178

資産合計 1,537 248 負債・純資産合計 1,537 248

平成20年度 連結貸借対照表

資産の部 負債の部

貸方借方

純資産の部

貸借対照表は、市民サービスを提供するために保有している資産（財産）と、その資産

をどのような財源で形成しているのかを対照表示したものです。

１ 資産の部

（１）公共資産

有形固定資産には、長期間使用できる土地・建物・機械設備等が該当します。

資産取得時の価格から減価償却累計額を控除した１，３５６億円を計上しています。

（２）投資等

基金等には、特定目的基金の他、退職手当組合保有資産のうち、本市の持ち分を計

上しています。

長期延滞債権には、平成１９年度以前に調定された債権（市税、使用料や保険料等）

のうち未収入のものを計上しています。

回収不能見込額は、貸付金と長期延滞債権のうち、回収不能と見込まれる額を、過



3

去の実績等から推計し計上しています。

（３）流動資産

資金には、歳計現金や財政調整基金等を計上しています。

未収金には、平成２０年度に調定された債権のうち未収入のものを計上しています。

２ 負債の部

（１）固定負債

固定負債には平成２２年４月１日以降に支払う負債を計上しています。

地方債には、普通会計と公営事業会計の合計額３２８億円を計上しています。

また、退職手当引当金として、在籍職員全員が貸借対照表作成日で普通退職した場

合の必要額５０億円を計上しています。

（２）流動負債

流動負債には平成２２年３月３１日までに支払う負債を計上しています。

翌年度償還予定地方債には、平成２１年度に支払う予定の償還金３１億円を計上し

ています。

また、賞与引当金として、翌年度支払賞与のうち、既に平成２０年度で支給額が確

定しているものを計上しています。

３ 純資産の部

純資産の部は、資産形成の財源として、市税等の一般財源や国府支出金等により、これ

までの世代で負担した金額を計上しています。
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Ⅲ 行政コスト計算書

全体（億円） 市民一人あたり（万円）

１ 人に係るコスト

（１）人件費 48 8

（２）退職手当等引当金繰入等 7 1

小計 55 9

２ 物に係るコスト

（１）物件費 34 5

（２）維持補修費 3 0

（３）減価償却費 36 6

小計 73 11

３ 移転支出的なコスト

（１）社会保障給付 138 22

（２）補助金等 25 4

（３）他会計等への支出額等 3 1

小計 166 27

４ その他のコスト

（１）公債費支払利息等 8 1

（２）その他 5 1

小計 13 2

Ａ 経常行政コスト（１＋２＋３＋４） 307 49

１ 使用料・手数料 5 1

２ 分担金・負担金・寄附金 45 7

３ 保険料 23 4

４ 事業収益 19 3

５ その他特定行政サービス収入 3 0

Ｂ 経常収益（１＋２＋３＋４＋５） 95 15

（差引）純経常行政コスト Ａ－Ｂ 212 34

（受益者負担比率） Ｂ／Ａ 30.9%

平成20年度 連結行政コスト計算書
（H20.4.1～H21.3.31）

行政コスト計算書は、１年の行政活動のうち、学校、保育所やごみ処理施設の運営等、

資産形成に結びつかない消費的経費とその財源を対比させたものです。

１ 経常行政コスト

経常行政コストは全体で３０７億円計上しています。

最も多いのは、生活保護、児童福祉や医療扶助等の社会保障給付で１３８億円を計上し
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ています。

また、発生主義特有の項目である「退職手当等引当金繰入等」や「減価償却費」を計上

しています。

２ 経常収益

経常収益は全体で９５億円を計上しています。

最も多いのは、国民健康保険や介護保険等に対する関係団体からの支出金等の分担金・

負担金・寄付金で４５億円を計上しています。

３ 純経常行政コスト

「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いたものが「純経常行政コスト」になり

ます。

民間企業の損益計算書では、収入と支出の差は「利益」となりますが、「純経常行政コ

スト」は、行政サービス提供経費から受益者負担を差し引いたもので、市税等の一般財源

で負担したコストが２１２億円あることを意味します。

Ⅳ 純資産変動計算書

全体（億円） 市民一人あたり（万円）

期首純資産残高 1,095 176

純経常行政コスト △ 212 △ 34

財源調達

地方税 99 16

地方交付税 19 3

その他 36 6

補助金等受入 75 12

その他 △ 3 △ 1

期末純資産残高 1,109 178

平成20年度 連結純資産変動計算書
（H20.4.1～H21.3.31）

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように変動したかを表し

たものです。
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純経常行政コストは、行政コスト計算書で算出した△２１２億円を計上しています。

財源調達は、地方税、地方交付税や国府支出金等で２２９億円を計上しています。

これらにより、期首と比較して１４億円の純資産が増加し、期末の純資産残高は１，１

０９億円となりました。

Ⅴ 資金収支計算書

全体（億円） 市民一人あたり（万円）

45 7

1 経常的収支額 45 7

2 公共資産整備収支額 △ 11 △ 2

3 投資・財務的収支額 △ 27 △ 4

当年度資金増減額（１＋２＋３） 7 1

52 8

（基礎的財政収支）

1 歳入総額 406 65

2 繰越金 △ 45 △ 7

3 地方債発行額 △ 26 △ 4

4 財調基金取崩 △ 1 0

334 54

1 歳出総額 354 57

2 地方債元利償還金 △ 39 △ 6

3 財調基金積立 △ 1 0

4 減債基金積立 0 0

314 51

20 3

歳出調整後Ｂ（１＋２＋３＋４）

基礎的財政収支 Ａ－Ｂ

平成20年度 連結資金収支計算書
（H20.4.1～H21.3.31）

期首資金残高

期末資金残高

歳入調整後Ａ（１＋２＋３＋４）

資金収支計算書は、資金の入出情報を３つに区分（経常的収支、公共資産整備収支と投

資・財務的収支）したもので、資金が１年間でどのように変動したかを表しています。

１ 経常的収支額

経常的収支の部では、経常の行政活動における資金収支を表しています。

人件費や物件費等の経常的な行政サービスの支出と、地方税や地方交付税等の経常的な

収入との差額４５億円を計上しています。
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２ 公共資産整備収支額

公共資産整備収支の部では、公共事業に伴う資金収支を表しています。

普通建設事業等の支出と、国府支出金や地方債発行額等の収入との差額△１１億円を計

上しています。

３ 投資・財務的収支額

投資・財務的収支の部では、投資や地方債償還等の財務活動に関する資金収支を表して

います。

地方債償還額や基金積立金等の支出と、貸付金回収や財産売却益等の収入との差額△２

７億円を計上しています。

経常的収支の黒字で公共資産整備収支と投資・財務的収支の赤字を補てんしたことによ

り、期首と比較して７億円の歳計現金が増加し、期末の資金残高は５２億円となりました。

また、基礎的財政収支は２０億円の黒字となり、地方債残高割合が減少しました。

Ⅵ 財務書類４表からわかること

財務書類４表の主な指標の分析結果は次のとおりです。

１ 社会資本整備の過去・現世代負担比率

社会資本整備の結果である公共資産のうち、純資産（国府支出金や一般財源等）による

整備割合を見ることにより、これまでの世代の負担割合がわかります。

区分 普通会計 連結

過去・現世代負担比率 ８３．７％ ８１．３％

本市では、過去・現世代負担比率が、普通会計で８３．７％、連結で８１．３％となっ

ています。

普通会計の平均的な値は５０～９０％と言われており、比較的、これまでの世代の負担

により社会資本整備が行われたことがわかります。



8

２ 歳入額対資産比率

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、資産形成に何年分の歳入予算が投

入されたのかがわかります。

区分 普通会計 連結

歳入額対資産比率 ５．５４年 ３．８７年

本市では、歳入額対資産比率が普通会計で５．５４年、連結で３．８７年となっていま

す。

この比率が上昇傾向にあるときは、これまでの水準以上の資産を抱えつつあることにな

るので注意が必要です。

３ 資産老朽化比率

土地を除く有形固定資産（建物等の償却資産）の取得価格に対する減価償却累計額の割

合を算定することにより、資産の老朽化を把握することができます。

区分 普通会計 連結

資産老朽化比率 ３８．２％ ３５．２％

本市では、資産老朽化比率が普通会計で３８．２％、連結で３５．２％となっています。

普通会計の平均的な値は３５～５０％と言われており、近年、都市基盤整備を進めてき

たことから、比較的新しい資産が多いことがわかります。

４ 受益者負担比率

行政コスト計算書の経常収益は、受益者負担の金額であるため、行政コストに対する割

合を算定することで、受益者負担割合を見ることができます。

区分 普通会計 連結

受益者負担比率 ３．６％ ３０．８％
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本市では、受益者負担比率が普通会計で３．６％、連結で３０．８％となっています。

普通会計の平均的な値は２～８％と言われており、やや低いことがわかります。経常経

費の削減と受益者負担の見直しを進める必要があります。

連結は、独立採算を原則とする特別会計や団体が含まれることから、普通会計に比べて

受益者負担比率が高くなります。

５ 行政コスト対税収等比率

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、純経常行政コストに対

して、当年度で、どれだけ負担されたのかがわかります。

比率が１００％を下回る場合は、翌年度以降に引き継ぐ資産が蓄積、又は負担が軽減さ

れたことを意味し、比率が１００％を超える場合は、翌年度以降に引き継ぐ資産が取り崩

された、又は負担が増加したことを意味します。

区分 普通会計 連結

行政コスト対税収

等比率
９８．８％ ９５．９％

本市では、行政コスト対税収等比率が普通会計で９８．８％、連結で９５．９％となっ

ています。

普通会計、連結ともに１００％を下回っており、翌年度以降に引き継ぐ資産が蓄積、又

は負担が軽減されたことを意味します。

６ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

資金収支計算書に記載されている基礎的財政収支は、地方債関係と財政調整基金等の歳

入支出を除いたものです。

これがゼロであれば、現年度の受益と負担が釣り合うことになり、財政規模に対する地

方債残高の割合が一定となり、安定的な財政運営が可能になります。

区分 普通会計 連結

基礎的財政収支 ９億円 ２０億円

本市では、地方債発行に比べて地方債償還額が多いことから、基礎的財政収支が普通会
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計、連結ともに黒字となっています。

７ 市民一人あたり金額による分析

財務書類４表の主な数値を平成２０年度末の市人口で、市民一人あたりに換算しました。

区分 普通会計 連結

資産 １７６万円 ２４８万円

負債 ４２万円 ７０万円

経常行政コスト ２７万円 ４９万円

本市では、普通会計の資産が１７６万円、負債が４２万円、経常行政コストが２７万円

となっています。

普通会計の平均的な値は、資産が１００万円～３００万円、負債が３０万円～１００万

円、経常行政コストが２０万円～５０万円と言われており、資産・負債・経常行政コスト

ともに少ないことがわかります。



【連結財務書類４表概要・相関図】

貸借対照表（バランスシート）

年度末時点の資産とその財源内訳（負債・純資産）を表しています。

平成２０年度末時点の資産総額は１，５３７億円で、学校・保育所や道路などの公共資産が約９割

を占めています。 資産形成の財源のうち、これまでの世代で負担した純資産は１，１０９億円、将

来世代の負担である負債は４２８億円となっています。

資金収支計算書

１年間の資金の動きを性質別に３区分で表しています。 経常的収支で生じた黒字を公共資産整備収支と

投資・財務的収支の赤字に充てます。

平成２０年度は１年間で資金が７億円増えました。

また、地方債の歳入歳出等を除いた基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、２０億円の黒字となりま

した。

行政コスト計算書

１年間の消費的な行政サービス提供費用を表しています。

平成２０年度は、経常行政コストから、受益者負担である経常収益を引い

た、純経常行政コストが２１２億円で、これを市税等の一般財源で負担したこ

とになります。

純資産変動計算書

１年間の純資産（資産形成の財源としてこれまでの世代が負担した額）の

動きを表しています。

平成２０年度は純資産が１４億円増えました。

全体（億円）
市民一人

あたり（万円）
全体（億円）

市民一人
あたり（万円）

１ 公共資産 １ 固定負債
（１）有形固定資産 1,356 219 （１）地方債 328 53
（２）その他 7 1 （２）退職手当引当金 50 8

（３）その他 13 2

２ 投資等 ２ 流動負債
（1）基金等 95 15 （１）翌年度償還予定地方債 31 5
（２）長期延滞債権 11 2 （２）賞与引当金 3 1
（３）回収不能見込額 △ 3 △ 1 （３）その他 3 1
（４）その他 2 0

負債合計 428 70

３ 流動資産
（１）資金 52 8
（２）未収金 4 1 純資産 1,109 178
（３）その他 13 3

純資産合計 1,109 178

資産合計 1,537 248 負債・純資産合計 1,537 248

純資産の部

平成20年度 連結貸借対照表

借方 貸方
資産の部 負債の部

（H21.3.31現在）

学校・保育所

道路等

平成１９年度以前

調定の滞納債権

平成２０年度調定

の滞納債権

支払いが確定している

退職手当

これまでの世代で負担

した額

将来世代で負担する

額

全体（億円） 市民一人あたり（万円）

45 7
1 経常的収支額 45 7
2 公共資産整備収支額 △ 11 △ 2
3 投資・財務的収支額 △ 27 △ 4

当年度資金増減額（１＋２＋３） 7 1
52 8

（基礎的財政収支）
1 歳入総額 406 65
2 繰越金 △ 45 △ 7
3 地方債発行額 △ 26 △ 4
4 財調基金取崩 △ 1 0

334 54
1 歳出総額 354 57
2 地方債元利償還金 △ 39 △ 6
3 財調基金積立 △ 1 0
4 減債基金積立 0 0

314 51
20 3

期首資金残高

期末資金残高

基礎的財政収支 Ａ－Ｂ

歳入調整後Ａ（１＋２＋３＋４）

歳出調整後Ｂ（１＋２＋３＋４）

平成20年度 連結資金収支計算書
（H20.4.1～H21.3.31）

市税収入や人件費等の

資産形成に関係しない

収支

国庫補助金や工事

費等の公共資産整

備に関する収支

地方債償還金等の

財務活動に関する

収支

全体（億円） 市民一人あたり（万円）

１ 人に係るコスト
（１）人件費 48 8
（２）退職手当等引当金繰入等 7 1
小計 55 9

２ 物に係るコスト
（１）物件費 34 5
（２）維持補修費 3 0
（３）減価償却費 36 6
小計 73 11

３ 移転支出的なコスト
（１）社会保障給付 138 22
（２）補助金等 25 4
（３）他会計等への支出額等 3 1
小計 166 27

４ その他のコスト
（１）公債費支払利息等 8 1
（２）その他 5 1
小計 13 2

Ａ 経常行政コスト（１＋２＋３＋４） 307 49

１ 使用料・手数料 5 1

２ 分担金・負担金・寄附金 45 7
３ 保険料 23 4
４ 事業収益 19 3
５ その他特定行政サービス収入 3 0
Ｂ 経常収益（１＋２＋３＋４＋５） 95 15
（差引）純経常行政コスト Ａ－Ｂ 212 34
（受益者負担比率） Ｂ／Ａ 30.9%

平成20年度 連結行政コスト計算書
（H20.4.1～H21.3.31）

１年間で支払うべき

退職手当等が増加

した額

建物等の更新費用を

引き当てるもの

個人や団体等、外部

への支出がコストの

約半分を占める

受益者負担を除く

純経常行政コストは

一般財源で負担

全体（億円） 市民一人あたり（万円）

期首純資産残高 1,095 176

純経常行政コスト △ 212 △ 34

財源調達
地方税 99 16
地方交付税 19 3
その他 36 6
補助金等受入 75 12

その他 △ 3 △ 1

期末純資産残高 1,109 178

平成20年度 連結純資産変動計算書
（H20.4.1～H21.3.31）

純資産を減少させるのは

純行政コスト

純資産を増加させるのは

地方税、地方交付税や

国府補助金等


